
備 考

　【Department of
　International
　Business and
　Management】

【Bachelor of
Arts in
Business
Administration
】

第1年次

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号

【Faculty of
Business
Administration】

　国際経営学科 4 530 ― 2,120 学士(国際経営学) 平成元年4月

経営学部

昭和40年4月
第1年次　【Department of

　Contemporary
　Business】

【Bachelor of
Arts in
Commerce】

　現代ビジネス学科 4 300 ― 1,200 学士(商学)

昭和40年4月
第1年次　【Department of

　Economics】
【Bachelor of
Arts in
Economics】

【Faculty of Law】

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号

【Faculty of
Economics】

　経済学科 4 650 ― 2,600 学士(経済学)

平成7年4月

　【Department of
  Local Government】

【Bachelor of
Arts in Public
Administration
】

第1年次

経済学部

　本学では、既設の工学部建築学科での学部教育の実績をもとに、今後のさらなる
充実を目指し、建築学を構成する幅広い学問領域を網羅する教育体系の構築によっ
て、工学の枠を超えた柔軟で幅広い観点から解決策を提案でき、国際化にも対応で
きる素養を備えた「建築の多様な分野に係る専門家（建築の専門家）」を養成すべ
く当該学科を発展的に改組転換し、令和４年度に一学部一学科として、建築学部を
設置することとした。
　今般の建築学部の設置計画においては、既設の工学部建築学科における最近の志
願者数や入学者数等の状況を踏まえるとともに、学部設置後の教育組織や教育内容
及び教育環境などの整備状況を踏まえたうえで、受験生からの高い進学需要への積
極的な対応に向けて、入学者選抜の機能が低下しない範囲での入学定員を設定する
こととし、大学全体の入学定員を4,280人から4,335人に変更することとした。 

新

設

学

部

等

の

概

要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

昭和40年4月

　【Department of
  Law】

【Bachelor of
Arts in Law】

第1年次

　自治行政学科 4 200 ― 800 学士(行政学)

　法律学科 4 400 ― 1,600 学士(法学)

法学部 神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号

フ リ ガ ナ ｶﾅｶﾞﾜﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 神奈川大学（Kanagawa University)

大 学 本 部 の 位 置 神奈川県横浜市神奈川区六角橋３丁目27番１号

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ ｶﾅｶﾞﾜﾀﾞｲｶﾞｸ

設 置 者 学校法人 神奈川大学

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

大 学 の 目 的

　神奈川大学は、教育基本法（昭和22年法律第25号）及び学校教育法（昭和22年法
律第26号）にのっとり、一般教養並びに専門学術の倫理及び応用を教授研究し、識
見高邁にして実践力に富む人材を育成し、文化の創造発展及び人類の福祉に貢献す
ることを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的
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　【Department of
　Biological
  Sciences】

【Bachelor of
Arts in
Science】

第1年次

平成元年4月

　【Department of
　Chemistry】

【Bachelor of
Arts in
Science】

第1年次

　生物科学科 4 110 ― 440

　【Department of
　Information
　Sciences】

【Bachelor of
Arts in
Science】

第1年次

　化学科 4 110 ― 440 学士(理学)

　【Department of
　Mathematics and
　Physics】

【Bachelor of
Arts in
Science】

第1年次

　情報科学科 4 110 ― 440 学士(理学) 平成元年4月

神奈川県平塚市
土屋2946

理学部は、令和
5年4月に横浜
キャンパス（横
浜市神奈川区六
角橋三丁目27番
1号）に移転予
定

【Faculty of
Science】

　数理・物理学科 4 70 ― 280 学士(理学) 平成24年4月

学士(理学) 平成元年4月

　【Department of
  Human Sciences】

【Bachelor of
Arts in Human
Sciences】

第1年次

理学部

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号

【Faculty of Human
Sciences】

　人間科学科 4 300 ― 1,200 学士(人間科学) 平成18年4月

令和2年4月
第1年次　【Department of

　History and
  Folklore Studies】

【Bachelor of
Arts in
Literature】

人間科学部

　【Department of
　Japanese
　Cultures】

【Bachelor of
Arts in
Literature】

　歴史民俗学科 4 70 ― 280 学士(文学)

令和2年4月
第1年次　【Department of

　Cross-Cultural
　Studies】

【Bachelor of
Arts in
Literature】

　日本文化学科 4 60 ― 240 学士(文学) 令和2年4月
第1年次

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号

【Faculty of Cross-
Cultural and
Japanese Studies】

　国際文化交流学科 4 170 ― 680 学士(文学)

昭和63年4月

　【Department of
　Chinese】

【Bachelor of
Arts in
Literature】

第1年次

国際日本学部

【Department of
Spanish】

【Bachelor of
Arts in
Literature】

第1年次

　中国語学科 4 60 ― 240 学士(文学)

　【Department of
　English】

【Bachelor of
Arts in
Literature】

第1年次

スペイン語学科 4 90 ― 360 学士(文学) 昭和40年4月

― 800 学士(文学) 昭和40年4月

外国語学部

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

新

設

学

部

等

の

概

要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号

【Faculty of Foreign
Languages】

　英語英文学科 4 200
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－単位

計

－ －科目 －科目 －科目 －科目

同一設置者内における
変更状況

（定員の移行，名称の
変更等）

建築学部（令和３年４月設置届出予定）
　建築学科（定員増）（200人）

工学部
　建築学科（廃止）（△145人）
※令和４年４月学生募集停止

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習

(4,280) ― (17,120)

新

設

学

部

等

の

概

要

令和4年4月

　【Department of
　Architecture and
　Building
　Engineering】

【Bachelor of
Architecture】

第1年次

計
4,335 ― 17,340

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号

※令和3年4月設
置届出予定【Faculty of

Architecture and
Building
Engineering】

　建築学科 4 200 ― 800 学士（建築学）

建築学部

(0) (0)

昭和40年4月 ※令和4年4月学
生募集停止　【Department of

　Architecture】
(145) （580） 【Bachelor of

Science in
Engineering】

第1年次

　建築学科 4 0 ― 0 学士(工学)

学士(工学) 平成24年4月

　【Department of
　Industrial
　Engineering and
　Management】

【Bachelor of
Science in
Engineering】

第1年次

昭和37年4月

　【Department of
　Information
　Systems
　Creation】

【Bachelor of
Science in
Engineering】

第1年次

　経営工学科 4 90 ― 360

　情報システム創成学科 4 120 ― 480 学士(工学)

学士(工学) 昭和34年4月

　【Department of
　Material and Life
　Chemistry】

【Bachelor of
Science in
Engineering】

第1年次

昭和34年4月

　【Department of
　Electrical,
　Electronics and
　Information
　Engineering】

【Bachelor of
Science in
Engineering】

第1年次

　物質生命化学科 4 165 ― 660

　電気電子情報工学科 4 165 ― 660 学士(工学)

660 学士(工学) 昭和34年4月

　【Department of
　Mechanical
　Engineering】

【Bachelor of
Science in
Engineering】

第1年次

工学部 神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号

【Faculty of
Engineering】

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

　機械工学科 4 165 ―
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(9) (27) (0) （－）
計

11 7 0 9 27

生物学教室
1 1 0 0 2

(0) (0) (1) (3) (0) (0)

9 －

(260) (137) (0) (86) (483) (9) （－）
合 計

260 137 0 86 483

0 －

(11) (7) (0)

0 0

(6) (4) (0) (3) (13) (0)

0 0

(1) (1) (0) (0) (2) (0) (0)

9 0 0

(2) (2) (0) (5) (9) (0) (0)既

設

分

工学部　数学教室
2 2 0 5

物理学教室
6 4 0

(0)

化学教室
2 0 0 1 3 0 0

(2)

3 13

9 －

(249) (130) (0) (77) (456) (9) （－）
計

249 130 0 77 456

0 309

(14) (4) (0) (7) (25) (0) (309)
建築学部　建築学科

14 4 0 7 25

2 399
(6) (3) (0) (4) (13) (2) (399)

経営工学科
6 3 0 4 13

1 358
(8) (2) (0) (6) (16) (1) (358)

情報システム創成学科
8 2 0 6 16

0 360
(11) (1) (0) (9) (21) (0) (360)

物質生命化学科
11 1 0 9 21

2 354
(7) (7) (0) (3) (17) (2) (354)

電気電子情報工学科
7 7 0 3 17

0 385
(11) (1) (0) (9) (21) (0) (385)

工学部　機械工学科
11 1 0 9 21

0 205
(11) (2) (0) (3) (16) (0) (205)

生物科学科
11 2 0 3 16

0 210
(10) (2) (0) (3) (15) (0) (210)

化学科
10 2 0 3 15

4 203
(10) (2) (0) (3) (15) (4) (203)

情報科学科
10 2 0 3 15

0 203
(9) (4) (0) (2) (15) (0) (203)

理学部　数理・物理学科
9 4 0 2 15

0 322
(22) (12) (0) (3) (37) (0) (322)

人間科学部　人間科学科
22 12 0 3 37

0 321
(9) (4) (0) (0) (13) (0) (321)

歴史民俗学科
9 4 0 0 13

0 319
(8) (2) (0) (0) (10) (0) (319)

日本文化学科
8 2 0 0 10

0 314
(22) (13) (0) (6) (41) (0) (314)

国際日本学部　国際文化交流学科
22 13 0 6 41

0 226
(4) (4) (0) (2) (10) (0) (226)

中国語学科
4 4 0 2 10

0 236
(4) (5) (0) (1) (10) (0) (236)

スペイン語学科
4 5 0 1 10

0 250
(6) (5) (0) (8) (19) (0) (250)

外国語学部　英語英文学科
6 5 0 8 19

(24) (21) (0) (4) (49) (0) (177)
経営学部　国際経営学科

24 21 0 4 49

0 367
(10) (10) (0) (1) (21) (0) (367)

現代ビジネス学科
10 10 0 1 21

経済学部　経済学科
17 12 0 2 31

13 0 360
(9) (4) (0) (0) (13) (0) (360)

0 177

17 10 0 1 28 0 338
(17)

0 395
(17) (12) (0) (2) (31) (0) (395)

助手

新

設

分

人 人 人 人 人 人

(10)

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員等教授 准教授 講師 助教 計

(0) (1) (28) (0) (338)

自治行政学科
9 4 0 0

人

法学部　法律学科
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大学全体

大学全体

大学全体

大学全体

大学全体

大学全体

学生納付金以外の維持方法の概要 手数料収入・資産運用収入・事業収入等を充当する。

― 千円

建築学部 1,400千円 1,420千円 1,440千円 1,460千円 ― 千円 ― 千円

工学部 1,300千円 1,320千円 1,325千円 1,345千円 ― 千円

― 千円

理学部 1,300千円 1,320千円 1,325千円 1,345千円 ― 千円 ― 千円

人間科学部 950千円 970千円 975千円 995千円 ― 千円

― 千円

国際日本学部 1,050千円 1,070千円 1,090千円 1,110千円 ― 千円 ― 千円

外国語学部 1,050千円 1,070千円 1,090千円 1,110千円 ― 千円

― 千円

経営学部 1,050千円 1,070千円 1,090千円 1,110千円 ― 千円 ― 千円

経済学部 950千円 970千円 975千円 995千円 ― 千円

図書費には、電子
ジャーナル、デー
タベースの整備費
（運用コスト含
む）を含む。

共 同 研 究 費 等 34,066千円 34,066千円 34,066千円 34,066千円 ― 千円

第６年次

法学部 950千円 970千円 975千円 995千円 ― 千円 ― 千円

394,544千円 394,5444千円 ― 千円 ― 千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 490千円 490千円 490千円 490千円

経 費の
見 積り
及 び維
持 方法
の 概要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

設 備 購 入 費 394,544千円 394,544千円 394,544千円

― 千円

図 書 購 入 費 411,755千円 411,755千円 411,755千円 411,755千円 411,755千円 ― 千円 ― 千円

― 千円 ― 千円

学生
１人
当り
納付
金

体育館
面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

10.162.23 ㎡ ス ポ ー ツ セ ン タ ー 25m 室 内 プ ー ル

(22,599) (   285   ) ( ― )

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

 13,854.07 ㎡ 1,882 1,381,168

( ― )

計
1,176,320〔339,135〕　 15,209〔4,927〕　 21,510〔21,430〕　 22,599 285 ― 

（1,176,320〔339,135〕） （15,209〔4,927〕）

図
書
・
設
備

点

大学全体
1,176,320〔339,135〕　 15,209〔4,927〕　 21,510〔21,430〕　 22,599 285 ― 

（1,176,320〔339,135〕） （15,209〔4,927〕）

標本

学部単位での特
定不能なため、
大学全体の数雑
誌、視聴覚はタ
イトル数
機械・器具は事
務用を除く利用
者用の数

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料機械・器具

（21,510〔21,430〕） (22,599) (   285   )

（21,510〔21,430〕）

12 室

（補助職員　0人） （補助職員　4人）

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室 数

大学全体 620 室

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

203 室 179 室 443 室
 18 室

186,409.68 ㎡ 　0 ㎡ 0 ㎡ 186,409.68 ㎡

（186,409.68 ㎡） （ 0 ㎡） （ 0 ㎡）（186,409.68 ㎡）

合 計 566,253.24 ㎡ 0 ㎡  0 ㎡ 566,253.24 ㎡

校 舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

小 計 418,971.28 ㎡ 0 ㎡  0 ㎡ 418,971.28 ㎡

そ の 他 147,281.96 ㎡ 0 ㎡  0 ㎡ 147,281.96 ㎡

219,401.73 ㎡

運 動 場 用 地 199,569.55 ㎡ 0 ㎡  0 ㎡ 199,569.55 ㎡

校

地

等

区 分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校 舎 敷 地 219,401.73 ㎡ 0 ㎡  0 ㎡

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職 種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員
297 人 150 人 447 人

（297）

計
332 170 502

（332） （170） （502）

そ の 他 の 職 員
0 0 0

（0） （0） （0）

図 書 館 専 門 職 員
10 7 17

（10） （7） （17）

（150） （447）

技 術 職 員
25 13 38

（25） （13） （38）

情報処理学習施
設の学生対応等
は業務委託
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令和2年度入学定
員減（△100人）

令和2年度入学定
員減（△50人）

―
令和2年度より学
生募集停止

0.99 昭和40年度　建築学科 4 145 ― 580 学士(工学)

　経営工学科 4 90 ― 360 学士(工学) 1.06 平成24年度

昭和34年度

　情報システム創成学科 4 120 ― 480 学士(工学) 1.01 昭和37年度

0.97 昭和34年度

　物質生命化学科 4 165 ― 660 学士(工学) 0.88

　電気電子情報工学科 4 165 ― 660 学士(工学)

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　機械工学科 4 165 ― 660 学士(工学) 1.01 昭和34年度

工学部 0.98

0.89 平成元年度　生物科学科 4 110 ― 440 学士(理学)

　化学科 4 110 ― 440 学士(理学) 0.95 平成元年度

平成24年度

　情報科学科 4 110 ― 440 学士(理学) 1.01 平成元年度

　数理・物理学科 4 70 ― 280 学士(理学)

理学部 0.95 神奈川県平塚市
土屋2946

1.00 平成18年度　人間科学科 4 300 ― 1,200 学士(人間科学)

人間科学部 1.00 神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号

令和2年度

1.00 令和2年度

　歴史民俗学科 4 70 ― 140 学士(文学) 1.00

　日本文化学科 4 60 ― 120 学士(文学)

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号　国際文化交流学科 4 170 ― 340 学士(文学) 1.04 令和2年度

国際日本学部 1.02

昭和63年度

　国際文化交流学科 4 ― ― 学士(文学) ― 平成18年度

1.03 昭和40年度

　中国語学科 4 60 ― 240 学士(文学) 1.03

スペイン語学科 4 90 ― 360 学士(文学)

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号　英語英文学科 4 200 ― 800 学士(文学) 1.00 昭和40年度

外国語学部 1.01

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号　国際経営学科 4 530 ― 2,120 学士(国際経営学) 1.00 平成元年度

経営学部 1.00

800 学士(行政学)

1.01 昭和40年度　現代ビジネス学科 4 300 ― 1,300 学士(商学)

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　経済学科 4 650 ― 2,800 学士(経済学) 1.00 昭和40年度

法学部 1.01

経済学部 1.01

1.00 平成7年度　自治行政学科 4 200 ―

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人

既

設

大

学

等

の

状

況

大 学 の 名 称 神奈川大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　法律学科 4 400 ― 1,600 学士（法学） 1.01 昭和40年度

倍
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0.95



平成2年度

0.83 昭和46年度

　 博士後期課程 3 3 ― 9 博士(工学) 0.66

　 博士前期課程 2 30 ― 60 修士(工学)

既

設

大

学

等

の

状

況

平成2年度

　建築学専攻

― 昭和42年度

　 博士後期課程 3 ― ― ― 博士(工学) ―

平成31年度より学
生募集停止

　 博士前期課程 2 ― ― ― 修士(工学)

　応用化学専攻

　 博士後期課程 3 ― ― ― 博士(工学) ― 平成2年度

平成31年度より学
生募集停止

　 博士前期課程 2 ― ― ― 修士(工学) ― 昭和42年度

平成31年度

　電気電子情報工学専攻

0.57 平成31年度

　 博士後期課程 3 11 ― 33 博士(工学) 0.36

　 博士前期課程 2 120 ― 240 修士(工学)

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　工学専攻

工学研究科

　 博士後期課程 3 3 ― 9 博士(理学) 1.22 平成28年度

　 博士前期課程 2 59 ― 118 修士(理学) 0.35 平成28年度

　理学専攻

理学研究科 神奈川県平塚市
土屋2946

平成21年度

0.62 平成21年度

　 博士後期課程 3 4 ― 12 博士(人間科学) 0.33

　 博士前期課程 2 12 ― 24 修士(人間科学)

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　人間科学専攻

人間科学研究科

0.83 平成7年度　 博士後期課程 3 2 ― 6 博士(文学)

　 博士前期課程 2 5 ― 10 修士(文学) 1.00 平成4年度

平成23年度

　中国言語文化専攻

0.40 平成23年度

　 博士後期課程 3 3 ― 9 博士(文学) 0.33

　 博士前期課程 2 10 ― 20 修士(文学)

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号　欧米言語文化専攻

外国語学研究科

　 博士後期課程 3 3 ― 9 博士(経営学) 0.11 平成7年度

　 博士前期課程 2 10 ― 20 修士(経営学) 0.55 平成5年度

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
四丁目5番3号　国際経営専攻

経営学研究科

昭和44年度

0.14 昭和42年度

　 博士後期課程 3 4 ― 12 博士(経済学) 0.08

　 博士前期課程 2 30 ― 60 修士(経済学)

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　経済学専攻

経済学研究科

博士(法学) 0.00 昭和44年度

40 修士(法学) 0.15 昭和42年度

　 博士後期課程 3 3 ― 9

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　法律学専攻

　 博士前期課程 2 20 ―

倍

法学研究科

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

大学院
年 人 年次

人
人

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員
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５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

附属施設の概要

該当なし

（注）

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

平成7年度　 博士後期課程 3 3 ― 9 博士(歴史民俗資料学) 2.77

　 博士前期課程 2 20 ― 40 修士(歴史民俗資料学)

神奈川県横浜市
神奈川区六角橋
三丁目27番1号　歴史民俗資料学専攻

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人 倍

0.92 平成5年度

既
設
大
学
等
の
状
況

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

歴史民俗資料学研究科
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令和３年度
入学
定員

収容
定員

変更の事由 令和４年度
入学
定員

収容
定員

変更の事由

神奈川大学 神奈川大学
　法学部 　法学部
　　法律学科 400 1,600 　法律学科 400 1,600
　　自治行政学科 200 800 　　自治行政学科 200 800

　経済学部 　経済学部
　　経済学科 650 2,600 　経済学科 650 2,600
　現代ビジネス学科 300 1,200 　現代ビジネス学科 300 1,200

　経営学部 　経営学部
　　国際経営学科 530 2,120 　国際経営学科 530 2,120

　外国語学部 　外国語学部
　　英語英文学科 200 800 　　英語英文学科 200 800

スペイン語学科 90 360 スペイン語学科 90 360
中国語学科 60 240 中国語学科 60 240

　国際日本学部 　国際日本学部
　　国際文化交流学科 170 680 　　国際文化交流学科 170 680
　　日本文化学科 60 240 　　日本文化学科 60 240
　　歴史民俗学科 70 280 　　歴史民俗学科 70 280

　人間科学部 　人間科学部
　　人間科学科 300 1,200 　人間科学科 300 1,200

　理学部 　理学部
　　数理・物理学科 70 280 　　数理・物理学科 70 280
　　情報科学科 110 440 　　情報科学科 110 440
　化学科 110 440 　化学科 110 440

　　生物科学科 110 440 　　生物科学科 110 440

　工学部 　工学部
　　機械工学科 165 660 　　機械工学科 165 660
　　電気電子情報工学科 165 660 　　電気電子情報工学科 165 660
　　物質生命化学科 165 660 　　物質生命化学科 165 660
　　情報システム創成学科 120 480 　　情報システム創成学科 120 480
　　経営工学科 90 360 　　経営工学科 90 360
　　建築学科 145 580 0 0 令和４年４月　学生募集停止

　建築学部 令和４年４月　学部の設置

　　建築学科 200 800

計 4,280 17,120 計 4,335 17,340

神奈川大学大学院 神奈川大学大学院
　法学研究科 　法学研究科
　　法律学専攻（Ｍ） 20 40 　　法律学専攻（Ｍ） 20 40
　　法律学専攻（Ｄ） 3 9 　　法律学専攻（Ｄ） 3 9

　経済学研究科 　経済学研究科
　　経済学専攻（Ｍ） 30 60 　　経済学専攻（Ｍ） 30 60
　　経済学専攻（Ｄ） 4 12 　　経済学専攻（Ｄ） 4 12

　経営学研究科 　経営学研究科
　　国際経営専攻（Ｍ） 10 20 　　国際経営専攻（Ｍ） 10 20
　　国際経営専攻（Ｄ） 3 9 　　国際経営専攻（Ｄ） 3 9

　外国語学研究科 　外国語学研究科
　　欧米言語文化専攻（Ｍ） 10 20 　　欧米言語文化専攻（Ｍ） 10 20
　　中国言語文化専攻（Ｍ） 5 10 　　中国言語文化専攻（Ｍ） 5 10
　　欧米言語文化専攻（Ｄ） 3 9 　　欧米言語文化専攻（Ｄ） 3 9
　　中国言語文化専攻（Ｄ） 2 6 　　中国言語文化専攻（Ｄ） 2 6

　人間科学研究科 　人間科学研究科
　　人間科学専攻（Ｍ） 12 24 　　人間科学専攻（Ｍ） 12 24
　　人間科学専攻（Ｄ） 4 12 　　人間科学専攻（Ｄ） 4 12

　理学研究科 　理学研究科
　　理学専攻（M） 59 118 　　理学専攻（M） 59 118
　　理学専攻（D） 3 9 　　理学専攻（D） 3 9

　工学研究科 　工学研究科
　　工学専攻（Ｍ） 120 240 　　工学専攻（Ｍ） 120 240
　　建築学専攻（Ｍ） 30 60 　　建築学専攻（Ｍ） 30 60
　　工学専攻（D） 11 33 　　工学専攻（D） 11 33
　　建築学専攻（Ｄ） 3 9 　　建築学専攻（Ｄ） 3 9

　歴史民俗資料学研究科 　歴史民俗資料学研究科
　　歴史民俗資料学専攻（Ｍ） 20 40 　　歴史民俗資料学専攻（Ｍ） 20 40
　　歴史民俗資料学専攻（Ｄ） 3 9 　　歴史民俗資料学専攻（Ｄ） 3 9

計 355 749 計 355 749

学校法人神奈川大学　設置認可等に関わる組織の移行表

→
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校地校舎等の図面 1



所要時間は最短乗車時間の目安であり、乗り換えなどに要する時間を含みません。

東急東横線
25分

60分

渋谷駅
白楽駅

平塚駅
湘南新宿ライン 東海道本線

30分

60分

東京駅
白楽駅

平塚駅

東海道本線「横浜」→東横線 白楽駅

平塚駅

秦野駅70分
埼京線「新宿」→小田急線

40分
副都心線〈直通〉東横線

70分
湘南新宿ライン池袋駅

みなとみらいエクステンションセンター
みなとみらいキャンパス

東白楽

▶
▶
▶

▶

横浜キャンパス
〒221-8686 
神奈川県横浜市神奈川区六角橋3-27-1 
TEL：045-481-5661（代）

三菱
UFJ銀行

至
渋
谷

至
片
倉
町
駅

六角
橋商
店街

国道
1号
線

東
急
東
横
線

白楽駅

至 元町・中華街

東白楽駅

JR東神奈川駅

横浜上麻生線

理容店

六角橋

医院 ファミリー
マート

ファミリーマート

ローソン
コイン
パーキング

神奈川大学
入口

六角橋西町
（神奈川大学下）

ドトール

マクドナルド

マクドナルド

セブン
イレブン

神奈川大学入口

西門

東門

六角橋

横浜キャンパス

西神奈川

東白楽駅前

西口

横浜銀行

高校
善龍寺

駐車場

正門

校地校舎等の図面 2
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別表（略）



目次：学則の変更の趣旨等を記載した書類 

１ 学則変更（収容定員変更）の内容 ································· p.2 

２ 学則変更（収容定員変更）の必要性 ······························· p.2 

（１）建築学部の設置の趣旨 ········································· p.2

（２）建築学部の設置の必要性 ······································ p.3

３ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 ············· p.4 

（１）教育課程の変更内容 ··········································· p.4
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学則の変更の趣旨等を記載した書類 

１ 学則変更（収容定員変更）の内容 

 令和４年４月より、新たに建築学部を設置することに伴い、次のとおり、収

容定員を変更する。 

 今般、設置する建築学部建築学科の入学定員を２００人とし、建築学部が設

置された場合に学生募集の停止を予定している既設の工学部建築学科から入

学定員１４５人を移行するとともに、５５人の入学定員について、新たに定員

増を行うこととする。 

（基本計画書-９頁）学校法人神奈川大学設置認可等に関わる組織の移行表 

学部／学科 収容定員変更前 収容定員変更後 

入学定員 編入定員 収容定員 入学定員 編入定員 収容定員 

建築学部（新設） 

建築学科 

工学部 

建築学科 

－ 

145 

－ 

－ 

－ 

580 

200 

0 

－ 

－ 

800 

0 

２ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

（１）建築学部の設置の趣旨

今後、本学が地域社会の期待や要請に適切に応え、自律性に基づく多様化

や個性化をより一層推進していくためには、自らの責任において、地域や学

生のニーズに対応した教育組織の構築や教育内容の充実、教育方法の改善な

ど、学部教育における組織改革や教育改革に格段の努力を注ぐことが重要で

あるものと考えている。 

このような高等教育を取り巻く社会環境の変化や最近の進学希望者の動

向などを踏まえるとともに、特に、昨今の地域事情を見据え、地域に根ざし

た大学としての特色をより明確にしたうえで、学部教育の一層の充実と発展

に向けて、既設の工学部建築学科を発展的に改組転換し、新たに建築学部を

設置することとした。 
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今般の建築学部の設置計画は、真の実学を目指す伝統を踏まえ、既設の工

学部建築学科での学部教育の実績をもとに、今後のさらなる充実を目指し、

建築学を構成する幅広い学問領域を網羅する教育体系の構築によって、工学

の枠を超えた柔軟で幅広い観点から解決策を提案でき、国際化にも対応でき

る素養を備えた「建築の多様な分野に係る専門家（建築の専門家）」の養成

を通じて、現代社会の問題の克服や豊かで持続可能な社会の実現に寄与する

など、自立した良識ある市民としての判断力と実践的能力、国際的感性とコ

ミュニケーション能力を有し、専門的知識と技能を身につけた、自ら成長す

ることのできる人材を養成する。同時に、地域社会及び世界に開かれた大学

として、時代と社会の付託に応えるべく、人類と社会の発展に貢献しうる研

究の遂行と、その成果の社会への還元を実現する。」ことの一層の具現化を

目指すものである。 

（２）建築学部の設置の必要性

既設の工学部建築学科の昭和４０年４月の設置以来、長年にわたり、「建

築の目的」を「さまざまな機能、技術、そして美を調整し、それらの統合化

を図ることによって、人間の多様な営みにとって、機能的であり、安全でか

つ感動を呼ぶ空間や形態、環境を創造すること」と掲げ、総合的協働作業と

いう実社会での活動の中で、自らの高い能力や資質を十分発揮するために、

豊かな自己形成及び社会の実現に向けて努力のできる人材や、建築技術者と

しての倫理観を備えた世界に通用する人材の養成を教育目標とし、高等教育

機関としての使命を果たすべく、常に教育課程の改編や教育内容の充実など

教育研究の整備と充実に努めてきた。 

しかしながら、近年、１８歳人口の減少や高学歴志向の高まりなど、高等

教育を取り巻く環境が大きく変化してきており、その方向性も多様化してい

ることから、時代の変化と社会の要請に柔軟に対応しつつ、学部教育の多様

な発展に向けた特色ある教育研究に取り組むことによる、高等教育機関とし

ての独自性を発展的に実現する必要性が生じてきている。 

また、学術研究の進展や高度化に伴い、学部教育が対象とする専門領域も

広範に及んできているとともに、進学希望者の興味と関心や学習意欲に積極
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的かつ柔軟に応えていくためには、学生の選択の幅や流動性を高める工夫も

重要となっており、学術研究の進展や進学希望者の動向及び地域社会の人材

需要を踏まえた教育組織の整備と充実による、特色ある教育研究に取り組む

必要性が生じてきている。 

このことから、既設の工学部建築学科における建築学に関する教育実績を

踏まえたうえで、学部教育としての教育研究体制の充実に向けて、既設の工

学部建築学科を発展的に改組転換し、令和４年４月より、建築学部を設置す

ることとした。 

（基本計画書-９頁）学校法人神奈川大学設置認可等に関わる組織の移行表 

今般の建築学部の設置計画においては、既設の工学部建築学科における最

近の志願者数や入学者数等の状況を踏まえるとともに、学部設置後の教育組

織や教育内容及び教育環境などの整備状況を踏まえたうえで、受験生からの

高い進学需要への積極的な対応に向けて、建築学部における入学者選抜の機

能が低下しない範囲での、入学定員を設定することとした。 

３ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

（１）教育課程の変更内容

建築学部では、学部段階の専門教育では、細分化された狭い分野を教える

だけでなく、基礎、基本を重視し、専門の骨格を正確に把握させることが必

要であるとともに、総合的な知識や技能を身に付けることができるような幅

広い教育を施すことが重要であることから、専門分野に関する幅広い基礎的

な知識や能力を身に付けることが可能となる授業科目を配置することによ

る教育課程の編成としている。 

（資料１）教育課程等の概要 

具体的には、専門分野の基礎的な理論や方法論の習得を中心とする教育内

容を基礎としつつ、幅広い基礎力の習得を重視した教育課程の編成としてい

るとともに、教育上の目的を明確にし、それらを達成するために必要な科目

区分の設定や科目区分の科目構成、科目の対応関係、履修順序や配当年次な

どに配慮した体系的な教育課程の編成としている。 
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なお、建築学部として既設の工学部建築学科の入学定員から新たに５５人

の増員をしたとしても、他学部の教育課程の運用に影響がないよう科目クラ

ス指定や時間割編成を行い、これまでと同等以上の教育を担保することとし

ている。 

① 「共通教養科目」

「共通教養科目」では、幅広い分野にわたる教養や基礎的学力、ジェネ

リック・スキル（一般的・汎用的な有用性をもつスキル）、自立した良識

ある市民としての判断力と実践的能力、国際的感性とコミュニケーション

能力などの現代職業人に求められる広い視野と教養を身に付けることか

ら、大学で学ぶための技法と思考力を養成する「初年次ゼミナール」、「外

国語科目」、「教養基礎演習」、「人文の分野」、「社会の分野」、「自然の分野」、

「人間形成の分野」、「現代社会と市民」の８つの科目区分により編成して

いる。 

「共通教養科目」における科目区分ごとの授業科目数と単位数は、「初

年次ゼミナール」１科目２単位、「外国語科目」１５７科目１６１単位、

「教養基礎演習」１科目２単位、「人文の分野」１２科目２４単位、「社会

の分野」１３科目２６単位、「自然の分野」１３科目２６単位、「人間形成

の分野」１１科目１９単位、「現代社会と市民」７科目１４単位としてお

り、「共通教養科目」全体として２１５科目２７４単位を配置している。 

② 「専攻科目」

「専攻科目」においては、基礎、基本を重視し、専門の骨格を正確に把

握させるとともに、科目間の関係や履修の順序、単位数等に配慮し、系統

性と順次性のある教育課程を編成することとしており、専門教育を体系的

に展開することから、建築学の最小限必要とされる基礎的な知識や建築の

専門家としての専門知識を修得する「専門科目」、建築学を理解するうえ

で欠かせない基本的な学力を養う「基礎科目」、学生の関心に基づき建築

学と関連する多角的な知識を修得する「関連科目」の科目区分により編成

している。 

「専攻科目」における科目区分ごとの授業科目数と単位数は、「専門科目」
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９１科目１８９単位、「基礎科目」２３科目５３単位、「関連科目」１７科

目３４単位としており、「専攻科目」全体として１３１科目２７６単位を

配置している。 

（２）教育方法及び履修指導方法の変更内容

建築学部に新たに増員をし、教育方法及び履修指導方法等の変更が生

じても、他学部への影響はなく、以下のとおり、これまでと同等以上の内

容を担保しているため運用に支障はない。 

① 教育方法

建築学部の授業方法は、学説や物事などの意味や内容の理解を目的とす

る教育内容については、講義形式による授業形態を採ることとし、知識や

技能を実践に応用する能力の修得を目的とする教育内容については、演習

形式及び実験・実習形式による授業形態を採ることとしている。 

授業の内容に応じた学生数の設定については、学修段階に応じて２年次前

学期までと、２年次後学期以降に分けて設定し、授業の内容や授業の方法、

施設や設備の状況、実験・実習や演習・研究の指導体制などの教育上の諸

条件を考慮して、教育効果を十分に上げられるものとしている。講義科目

は、２年次前学期までは最大で２００人、２年次後学期以降は最大で５０

人、演習科目は、２年次前学期までは最大で７０人、２年次後学期以降は

５０人、実験・実習科目は、最大で５０人としている。 

配当年次は、基礎から応用へと体系的な学修が可能となるよう配慮して

おり、専門教育においては、専門分野の教育内容ごとに知識や技能を修得

し実践に応用するため、授業の内容と科目間の関係や履修の順序に留意す

るとともに、単位制度の制度設計の観点を踏まえて、特定の学年や学期に

おいて偏りのある履修登録がなされないような配当としている。 

また、単位制度の実質化の観点を踏まえたうえで、学生の主体的な学習を

促し、教室における授業と教室外の学習を合わせた充実した授業を展開す

ることにより学習効果を高めることから、卒業の要件として学生が修得す

べき単位数について、１年間に履修科目として登録することができる標準

的な単位数の上限を４８単位と定めることとしている。 
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さらに、卒業時における学生の質を確保する観点から、予め学生に対し

て各授業における目標やその目標を達成するための授業の方法や計画等

を明示したうえで、成績評価基準や卒業認定基準を提示し、これに基づき

厳格な評価を行うこととしている。 

このように、建築学部では、教育の質保証の観点を踏まえたうえで、教

育方法の整備と充実に努めることとしているが、新たに学部を設置するこ

とから、今後とも状況等に応じて教育方法のさらなる整備と充実に努める

こととする。 

② 履修指導方法

履修指導方法は、授業を受ける学生に対して、教員が相談に応じる専用

の時間を設けることにより、個別のきめ細やかな履修指導を行う体制を整

えるとともに、履修ガイダンスを実施したうえで、学生の適性や能力に応

じて学生の履修科目の選択に関する助言を行う専門的な職員を配置し、個

別の履修相談に応じるなど、学生への履修指導体制を整備することとして

いる。 

また、学部教育段階では、基礎的な専門知識や技能を確実に修得させる

ことに重点を置くことが重要であるとの認識のもとに、各専門分野の学問

体系と学修段階に即した授業科目を配置しているとともに、単位制度の実

質化を図る観点から、特定の学期における偏りのある履修登録を避け、学

生が学修目標に沿った適切な授業科目の履修が可能となるよう養成する

具体的な人材像に対応した典型的な履修モデルを提示することとしてい

る。 

このように、建築学部では、質保証システムの整備と確立に向けて、個

別の学生に対する履修指導体制を整えることとしているが、新たに学部を

設置することから、履修指導方法の継続的な整備と充実に努めることとす

る。 

③ 卒業要件

建築学部における卒業要件は、学部に４年以上在学し、体系的な授業科

目の履修により、１２５単位以上を修得することとし、「共通教養科目」 
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については、必修科目９科目１０単位を含む３２単位以上を、「専攻科目」

については、必修科目１６科目３６単位を含む９３単位以上をそれぞれ

修得することとしている。 

（３）教員組織の変更内容

教員組織については、教育課程の編成方針を踏まえたうえで、主要な分野

の授業科目数や単位数に応じて、各教育内容における教育上、研究上又は実

務上の優れた知識、能力及び実績を有する専任教員を配置しており、年齢構

成においても特定の年齢層に偏ることのないよう配慮した組織としている。 

（資料２）専任教員の年齢構成・学位保有状況 

また、大学設置基準に定める基準教員数を上回る専任教員数を配置するこ

とから、教育上の支障はないものと考えているが、今般、新たな学部を設置

することから、教員組織の継続的な整備と充実に努めることとする。 

建築学部建築学科では、大学設置基準に定める基準教員数１７人に対して

２５人の教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力及び実績を有する専

任教員を配置することとしており、職位別の配置計画は、教授１４人、准教

授４人、助教７人、年齢構成は、３０歳代６人、４０歳代７人、５０歳代２

人、６０歳以上１０人から構成することにより、教育研究水準の維持向上や

教育研究の活性化に支障のないよう配慮した教員組織としている。 

また、専任教員の異動・採用計画は、既設の工学部建築学科から１４人（う

ち教授１０人）を異動するとともに、新規に専任教員１１人（うち教授４人）

を採用することによる充実した教員組織としており、専任教員１人当たりの

学生数は３２人と、大学基準協会が示している「自然系、芸術学・体育学・

家政学系では４０名以内」という水準を下回ることはないが、今後とも必要

に応じて教員組織の一層の充実に努めることとする。 

（４）施設・設備の変更内容

① 校地、運動場の整備計画

本学の横浜キャンパスは、神奈川県横浜市神奈川区に位置し、現在、校
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② 校舎等施設の整備計画

③ 図書等の資料及び図書館の整備計画

神奈川大学図書館は、現在、蔵書数約１,４６５千点を有している。そ

のキャンパス別の内訳は、横浜図書館で約１,２２９千点、平塚図書館で

約２３５千点である。令和３年４月に開設するみなとみらいキャンパスの

図書館には、横浜図書館および平塚図書館からの移管資料も含めて約１２

０千点の蔵書を予定している。これらに含まれる資料は、資産扱いとなる

図書、視聴覚資料、製本雑誌である。利用者はキャンパスを問わず、所蔵

資料を利用することができる。 
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としては、野球場をはじめ、陸上競技場兼サッカー場、ラグビー場、テニ

スコートなどを備えているとともに、敷地内の空地を利用して、学生が休

息するための十分な場所を確保することで、大学教育に相応しいキャンパ

ス環境を整えている。

本学の横浜キャンパスでは、現在３１棟の校舎等施設を有しており、そ

の総面積は約１１２,１８９㎡で、学部教育に必要となる主な教室等の内

訳としては、講義室１０４室、演習室１０７室、実験・実習室３３４室、

情報処理室１０室、語学学習施設４室の他、教員研究室３５５室、非常勤

講師室、図書館、学長室、会議室、事務室、保健室、学生自習室、学生食

堂などを整備している。 

建築学部の設置に伴う校舎等施設の整備計画については、講義室、演習

室及び実験・実習室を含めて既存の校舎等施設を有効的に利用することと

しており、専任教員の研究室については、教員組織として計画している専

任教員数２５人（教授１４人、准教授４人、助教７人）に対して、１室当

たり２１㎡以上の専任教員研究室２５室を設ける。また、新たに木加工設

備、CNC 関連、レーザー加工機等を導入したものづくりの工房を整備する

こととしている。 

設備の整備計画については、現在、既設の学部等で使用している教具、

校具、その他の備品（教育活動に必要なもので、前述に該当しない備品）

を有効的に転用することとしている。 



雑誌については、３キャンパスで１５,２０９タイトル（うち洋雑誌４,

９２７タイトル）を所蔵することになるが、現在は利用の面でも電子ジャ

ーナルでの提供が主流となっており、電子ジャーナルの契約タイトルは２,

７９５タイトルである。データベースのパッケージ契約により購読できる

タイトルを含めると、令和３年３月現在で２１,５１０タイトルである。

電子ジャーナル以外の電子リソースについては、各種データベース、電

子書籍等を契約、購入しており、利用者はキャンパス内に限らず、

Shibboleth 認証（学認）及び VPN 接続によりリモートでも利用できる環

境を提供している。 

建築学部の在学生が主に利用する横浜図書館は、地下２階に積層書庫を

持ち、地階から３階まで４階層の閲覧空間を持つ独立した建物（１５号館）

と、隣接の２３号館地下書庫及び２７号館書庫で構成されている。地階は、

グループ閲覧室、ミーティングコーナー、リフレッシュルームなど、ラー

ニングコモンズ機能を備えた閲覧室と、視聴覚資料閲覧室、各種講演会等

を実施する視聴覚小ホールがある。１階は、閲覧カウンターを中心として、

利用頻度が多い資料及び受入の新しい和書を配架している開架閲覧室と、

各種雑誌を配架している雑誌閲覧室からなり、貴重書を含む幅広い蔵書を

紹介するための展示コーナーも設置している。２階は、調べ物ができるフ

ロアとして構成しており、レファレンスカウンターを中心に主に参考図書

を配架し、通常の閲覧席に加えパソコンを備えた閲覧席、少人数教育に即

した情報リテラシーセミナー室とグループ情報検索室等を設置している。

３階は、文庫・新書コーナーと大きな３つのタイプの異なる閲覧室を設置

し、個人学習専用のフロアとなっている。館内には固定パソコンも設置し

ているが、館内貸出専用のノートパソコンも３０台備えている。個人所有

や貸出を受けたパソコン利用のため、各階に無線 LAN を整備している。ま

た各フロアにコピー機も設置している。 

本学においては、横浜図書館は中央館としての機能を果たし、部局や研

究所等の資料も集中管理をしている。 

本学図書館は、日本図書館協会や私立大学図書館協会への加盟をはじめ、

学則変更の趣旨等（本文）ー10



以上 
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神奈川県図書館協会、横浜市内大学図書館コンソーシアムの主要メンバー

として活動しており、加えて、国立情報学研究所（NII）の目録所在情報

システム（NACSIS-CAT/ILL）や、国立国会図書館のデジタル化資料送信サ

ービスに参加している。また神奈川県立図書館や平塚市立図書館、大磯町

立図書館との相互貸借を含む地域図書館との連携も積極的に図っている。

令和元年度からは、KL-NET（神奈川県図書館情報ネットワーク）にも加盟

し、神奈川県内の公共図書館及び加盟大学との相互貸借を活発に行ってい

く予定である。 



資料 １　　教育課程等の概要

資料 ２　　専任教員の年齢構成・学位保有状況
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     Ｆ  Ｙ  Ｓ FYS 1前 2 ○ 5 1 2

小計（1科目） ― 2 0 0 ― 5 1 0 2 0 兼0

英語Ⅰ(Listening) 1前 1 ○ 兼4

英語Ⅱ(Listening) 1後 1 ○ 兼4

英語Ⅰ(Speaking) 1前 1 ○ 兼2

英語Ⅱ(Speaking) 1後 1 ○ 兼2

英語Ⅰ(Reading) 2前 1 ○ 兼5

英語Ⅱ(Reading) 2後 1 ○ 兼5

英語Ⅰ(Writing) 2前 1 ○ 兼2

英語Ⅱ(Writing) 2後 1 ○ 兼2

英語Ⅰ(再入門) 2・3・4前・後 1 ○ 兼4

英語Ⅱ(再入門) 2・3・4前・後 1 ○ 兼2

英語Ⅲ(再入門) 2・3・4前・後 1 ○ 兼1

英語Ⅳ(再入門) 2・3・4前・後 1 ○ 兼1

英語会話(初級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼6

英語会話(初級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼6

英語会話(中級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼1

英語会話(中級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

英語会話(上級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼1

英語会話(上級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

TOEIC演習(初級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼5

TOEIC演習(初級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼3

TOEIC演習(中級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼2

TOEIC演習(中級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

TOEIC演習(上級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼1

TOEIC演習(上級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

TOEFL演習(初級Ⅰ) 1・2・3・4前 1 ○ 兼1

TOEFL演習(初級Ⅱ) 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

特修英語(中級Ⅰ) 2・3・4前 1 ○ 兼1

特修英語(中級Ⅱ) 2・3・4前 1 ○ 兼1

特修英語(中級Ⅲ) 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修英語(中級Ⅳ) 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修英語(上級Ⅰ) 2・3・4前 1 ○ 兼1

特修英語(上級Ⅱ) 2・3・4前 1 ○ 兼1

特修英語(上級Ⅲ) 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修英語(上級Ⅳ) 2・3・4後 1 ○ 兼1

留学英語準備講座Ⅰ 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

留学英語準備講座Ⅱ 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

留学英語準備講座Ⅲ 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

留学英語準備講座Ⅳ 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

初級韓国語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼5

初級韓国語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼5

初級韓国語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼4

初級韓国語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼4

中級韓国語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級韓国語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

上級韓国語Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

共
通
教
養
科
目

共
通
基
盤
科
目

初

年

次

ゼ

ミ

ナ
ー

ル

外
国
語
科
目

授業科目の名称

別記様式第２号（その２の１）

授業形態単位数 専任教員等の配置

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

（建築学部建築学科）

配当年次 備考

資料１
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授業形態単位数 専任教員等の配置

科目
区分

配当年次 備考

上級韓国語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級韓国語Ⅲ 2・3・4後 1 ○ 兼1

上級韓国語Ⅳ 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修韓国語Ⅰ 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

特修韓国語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

初級スペイン語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

初級スペイン語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

初級スペイン語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

初級スペイン語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

中級スペイン語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級スペイン語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

上級スペイン語Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級スペイン語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級スペイン語Ⅲ 2・3・4後 1 ○ 兼1

上級スペイン語Ⅳ 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修スペイン語Ⅰ 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

特修スペイン語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

初級中国語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

初級中国語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

初級中国語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

初級中国語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

中級中国語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級中国語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

上級中国語Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級中国語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級中国語Ⅲ 2・3・4後 1 ○ 兼1

上級中国語Ⅳ 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修中国語Ⅰ 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

特修中国語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

初級ドイツ語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼3

初級ドイツ語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼3

初級ドイツ語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼3

初級ドイツ語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼3

中級ドイツ語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ドイツ語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

上級ドイツ語Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級ドイツ語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級ドイツ語Ⅲ 2・3・4後 1 ○ 兼1

上級ドイツ語Ⅳ 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修ドイツ語Ⅰ 1・2・3・4後 1 ○ 兼1
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特修ドイツ語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

初級フランス語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

初級フランス語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

初級フランス語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

初級フランス語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級フランス語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

上級フランス語Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級フランス語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級フランス語Ⅲ 2・3・4後 1 ○ 兼1

上級フランス語Ⅳ 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修フランス語Ⅰ 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

特修フランス語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

初級ロシア語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

初級ロシア語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

初級ロシア語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

初級ロシア語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

中級ロシア語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

上級ロシア語Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級ロシア語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

上級ロシア語Ⅲ 2・3・4後 1 ○ 兼1

上級ロシア語Ⅳ 2・3・4後 1 ○ 兼1

特修ロシア語Ⅰ 1・2・3・4後 1 ○ 兼1

特修ロシア語Ⅱ 2・3・4前 1 ○ 兼1

日本語Ⅰa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

日本語Ⅰb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

日本語Ⅱa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

日本語Ⅱb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

日本語Ⅲa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

日本語Ⅲb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼2

日本語Ⅳa 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

日本語Ⅳb 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼1

日本語演習Ⅰ 2・3・4前 1 ○ 兼1

日本語演習Ⅱ 2・3・4後 1 ○ 兼1

日本語演習Ⅲ 2・3・4前・後 1 ○ 兼1

小計（157科目） ― 8 153 0 ― 0 0 0 0 0 兼82

文章表現基礎演習 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

小計（1科目） ― 0 2 0 ― 0 0 0 0 0 兼1

哲学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

倫理学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

宗教学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

心理学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼4

文学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

日本語学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

言語学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

教

養

基

礎

演

習

外
国
語
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科目
区分

配当年次 備考

世界史 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼4

日本史 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

民俗学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

考古学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

文化人類学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

小計（12科目） ― 0 24 0 ― 0 0 0 0 0 兼35

社会学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼4

人文地理学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼4

国際関係概論 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

法学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼6

日本国憲法 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

政治学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

社会心理学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

経済学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

ジェンダー論 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

ボランティア論 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

経営学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

生涯学習論 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

日本事情 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

小計（13科目） ― 0 26 0 ― 0 0 0 0 0 兼40

基礎数学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

数学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

統計学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

基礎物理学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

物理学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

基礎化学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

化学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

基礎生物学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

生物学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

コンピュータ概論 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

物理科学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼5

生命科学 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

科学技術史 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

小計（13科目） ― 0 26 0 ― 0 0 0 0 0 兼21

キャリアデザイン 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼4

国内インターンシップ 1・2・3・4前・後 2 ※ ○ 兼1 ※講義

海外インターンシップ 1・2・3・4前・後 2 ※ ○ 兼1 ※講義

体験型研修 1・2・3・4前・後 2 ○ ※ 兼4 ※実習

手話入門 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2 共同

神奈川大学の歴史 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

健康科学とスポーツⅠ 1・2・3・4前 1 ○ 兼6 オムニバス・共同(一部)

健康科学とスポーツⅡ 1・2・3・4後 1 ○ 兼8 オムニバス・共同(一部)

教養スポーツ 1・2・3・4前・後 1 ○ 兼14

公衆衛生 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

芸術 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

小計（11科目） ― 0 15 4 ― 0 0 0 0 0 兼36

社会と人間 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

科学技術と社会 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼2

世界の中の日本 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼1

公共の新しいかたちをもとめて 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼6

社会生活とスポーツ 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

環境と社会 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼3

科学の世界 1・2・3・4前・後 2 ○ 兼10 オムニバス

小計（7科目） ― 0 14 0 ― 0 0 0 0 0 兼27

社
会
の
分
野

自
然
の
分
野

人
間
形
成
の
分
野

共
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科目
区分

配当年次 備考

建築グラフィックス 1前 3 ○ 1 2 1 兼1 共同

建築の構工法 1前 2 ○ 1

住生活創造概論 1後 2 ○ 1 2 1 オムニバス

力と形 1前 1 ○ 1 1 共同

建築環境概論 1前 2 ○ 2 オムニバス

日本建築史 1前 2 ○ 兼1

造形デザイン 1前 2 ○ 1 兼1 共同

設計製図Ⅰ 1後 3 ○ 3 2 兼3 共同

西洋建築史 1後 2 ○ 兼1

建築の力学及び演習 1後 3 ○ ※ 1 2 共同 ※演習

建築の設備 1後 2 ○ 1

横浜建築 1後 2 ○ 6 2 オムニバス

建築CAD演習Ⅰ 1後 2 ○ 1 1 兼1 共同

工房ものづくり演習 1後 2 ○ 兼2 共同

建築構造デザイン 2前 2 ○ 兼1

地域防災概論 2前 2 ○ 1 兼2 オムニバス

建築環境工学Ⅰ及び演習 2前 3 ※ ○ 1 1 共同 ※講義

設計製図Ⅱ 2前 3 ○ 3 1 1 兼3 共同

建築の計画とデザイン 2前 2 ○ 1

まち再生概論 2前 2 ○ 3 1 1 オムニバス

建築の材料 2前 2 ○ 兼1

断面と部材の力学及び演習 2前 3 ○ ※ 1 1 共同 ※演習

給排水衛生設備 2前 2 ○ 1

木質構造 2前 2 ○ 兼1

建築CAD演習Ⅱ 2前 2 ○ 1 兼1 共同

建築環境工学Ⅱ及び演習 2後 3 ※ ○ 1 1 共同 ※講義

空調設備Ⅰ 2後 2 ○ 1

骨組の力学及び演習 2後 3 ○ ※ 1 兼1 共同 ※演習

近現代建築史A 2後 2 ○ 1

まちづくり論 2後 2 ○ 1

まち再生演習Ⅰ 2後 3 ○ 1 1 兼1 共同

デザイン系不動産学基礎 2後 2 ○ 1

地球環境建築 2後 2 ○ 2 オムニバス

建築情報処理 2後 1 ○ 2 2 オムニバス 共同

鉄筋コンクリート構造 2後 2 ○ 1

基礎構造の設計演習 2後 2 ○ 1 兼2 共同

建築デザインⅠ 2後 3 ○ 1 兼3 共同

生活空間デザイン演習Ⅰ 2後 3 ○ 1 1 兼1 共同

居住空間史 2後 2 ○ 1

インテリア・家具デザイン 2後 2 ○ 兼1

建築法規 3前 2 ○ 兼1

建築技術英語Ⅰ 3前 1 ○ 兼2

給排水衛生設備設計演習 3前 2 ○ 1 1 兼2 共同

建築環境輪講Ⅰ 3前 1 ○ 2 1 2 兼1 オムニバス 共同

建築学実験 3前 2 ○ 6 1 4 兼2 共同

空調設備Ⅱ 3前 2 ○ 1

建築デザインⅡ 3前 3 ○ 1 兼3 共同

建築設計論 3前 2 ○ 1

まち再生輪講Ⅰ 3前 1 ○ 3 1 1 オムニバス

まち再生演習Ⅱ 3前 3 ○ 1 1 兼1 共同

まちなみ保存再生論 3前 2 ○ 兼1

鉄筋コンクリート構造の設計演習 3前 2 ○ 1 1 兼1 共同

建築構造輪講Ⅰ 3前 1 ○ 4 2 オムニバス

建築都市防災 3前 2 ○ 1

建築デザイン輪講Ⅰ 3前 1 ○ 4 1 兼1 オムニバス

鋼構造 3前 2 ○ 1

建築の耐震解析及び演習 3前 3 ○ ※ 1 1 共同 ※演習

住生活創造輪講Ⅰ 3前 1 ○ 1 2 1 オムニバス

専
攻
科
目

専
門
科
目
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住宅設計論 3前 2 ○ 1

生活空間デザイン演習Ⅱ 3前 3 ○ 1 兼1 共同

近現代建築史B 3前 2 ○ 1

生活緑地デザイン 3前 2 ○ 兼1

都市計画 3前 2 ○ 1

建築の生産 3後 2 ○ 兼1

建築技術英語Ⅱ 3後 1 ○ 1 兼2

空気調和設備設計演習 3後 2 ○ 2 1 2 兼2 共同

建築保存活用計画論 3後 2 ○ 1

まち再生輪講Ⅱ 3後 1 ○ 3 1 1 共同

まち再生演習Ⅲ 3後 3 ○ 1 兼1 共同

パブリックスペース論 3後 2 ○ 兼1

建築環境輪講Ⅱ 3後 1 ○ 2 1 2 兼1 共同

建築環境工学実験 3後 1 ○ 2 1 2 兼2 共同

電気設備 3後 2 ○ 兼1

建築デザインⅢ 3後 3 ○ 1 兼4 共同

都市デザイン論 3後 2 ○ 1

建築構造輪講Ⅱ 3後 1 ○ 4 2 共同

建築デザイン輪講Ⅱ 3後 1 ○ 4 1 兼1 共同

建築構造・材料実験 3後 1 ○ 4 2 共同

鋼構造の設計演習 3後 2 ○ 1 兼1 共同

生活環境論 3後 2 ○ 1

住生活創造輪講Ⅱ 3後 1 ○ 1 2 1 共同

生活空間デザイン演習Ⅲ 3後 3 ○ 1 兼1 共同

建築・生活メディア論 3後 2 ○ 兼1

都市空間マネジメント論 3・4前 2 ○ 1

ローカル不動産マネジメント論 3・4前 2 ○ 1

建築設備のマネジメント 3・4前 2 ○ 兼1

建築史フィールドワーク 3・4後 2 ○ 1 1 共同 集中

生活文化フィールドワーク 3・4後 2 ○ 2 1 共同 集中

まち再生演習Ⅳ 4前 3 ○ 1 兼1 共同

卒研輪講 4通 2 ○ 14 4 7 兼1 共同（一部）

卒業研究 4通 6 ○ 14 4 7 兼1 共同（一部）

小計（91科目） － 36 153 - 14 4 0 7 0 兼46

微分積分学A 1前 4 ○ 兼3

幾何学A 1前 2 ○ 兼2

微分積分学入門 1前 4 ○ 兼1

情報処理演習Ⅰ 1前 1 ○ 兼1

物理学概説 1前 4 ○ 兼1

建築物理数学 1前 2 ○ 兼1

近代デザイン史 1前 2 ○ 兼1

微分積分学B 1後 4 ○ 兼3

物理学A 1後 2 ○ 兼1

幾何学B 1後 2 ○ 兼1

家族・コミュニティ論 1後 2 ○ 兼1

都市フィールド学 1後 2 ○ 兼1

物理学実験A 2前 2 ○ 兼4

確率・統計Ⅰ 2前 2 ○ 兼1

物理学B 2前 2 ○ 兼1

化学実験A 2前 2 ○ 兼2

化学基礎Ⅰ 2前 2 ○ 兼1

現代アート論 2前 2 ○ 兼1

環境心理学 2前 2 ○ 兼1

代数学概論 2後 2 ○ 兼1

物理学Ⅲ 2後 2 ○ 兼1

化学基礎Ⅱ 2後 2 ○ 兼1

物理学Ⅳ 3前 2 ○ 兼1

小計（23科目） － 0 53 0 0 0 0 0 0 兼23

専
門
科
目

－

基
礎
科
目

－

専
攻
科
目
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職業指導Ⅰ(工業) 2・3・4前 2 ○ 兼1

応用数学Ⅰ 2・3・4前 2 ○ 兼1

職業指導Ⅱ(工業) 2・3・4後 2 ○ 兼1

代数学Ⅰ 2・3・4前 2 ○ 兼1

微分方程式Ⅰ 2・3・4前 2 ○ 兼1

代数学Ⅱ 2・3・4後 2 ○ 兼1

微分方程式Ⅱ 2・3・4後 2 ○ 兼1

技術者倫理 2・3・4後 2 ○ 兼1

知的財産権 2・3・4後 2 ○ 兼1

確率・統計Ⅱ 2・3・4後 2 ○ 兼1

応用数学Ⅱ 2・3・4後 2 ○ 兼1

関数論Ⅰ 2・3・4前 2 ○ 兼1

量子物理学Ⅰ 2・3・4前 2 ○ 兼1

統計物理学Ⅰ 2・3・4前 2 ○ 兼1

関数論Ⅱ 2・3・4後 2 ○ 兼1

物理工学A 2・3・4後 2 ○ 兼1

物理工学B 2・3・4後 2 ○ 兼1

小計（17科目） － 0 34 0 0 0 0 0 0 兼10

－ 46 500 4 14 4 0 7 0 兼309

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信

　教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与する学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専

　門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備

　考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受け

　ようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を

　受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

５　「授業形態」の欄は，各授業科目について，該当する授業形態の欄に「○」を記入すること。ただし，専門職大学等又は専門職

　学科を設ける大学若しくは短期大学の授業科目のうち，臨地実務実習については「実験・実習」の欄に「臨」の文字を，連携実務

　演習等については「演習」又は「実験・実習」の欄に「連」の文字を記入すること。

６　課程を前期課程及び後期課程に区分する専門職大学若しくは専門職大学の学部等を設置する場合又は前期課程及び後期課程に区

　分する専門職大学の課程を設置し，若しくは変更する場合は，次により記入すること。

（１）各科目区分における「小計」の欄及び「合計」の欄には，当該専門職大学の全課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教

員等の配置」に加え，前期課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教員等の配置」を併記すること。

（２）「学位又は称号」の欄には，当該専門職大学を卒業した者に授与する学位に加え，当該専門職大学の前期課程を修了した者

に授与する学位を併記すること。

（３）「卒業・修了要件及び履修方法」の欄には，当該専門職大学の卒業要件及び履修方法に加え，前期課程の修了要件及び履修

方法を併記すること。

専
攻
科
目

関
連
科
目

－

合計（346科目） －

学位又は称号  学士（建築学） 学位又は学科の分野  工学関係

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　以下の条件を満たし、総単位数125単位以上を修得することを卒
 業要件とする。

（１）共通教養科目群から共通基盤科目①から④と共通テーマ科目⑤
を含む32単位以上
①初年次ゼミナール2単位（必修）
②外国語科目から英語8単位（必修）
③人文・社会・自然の分野からそれぞれ4単位以上
④人間形成の分野から2単位以上
⑤現代社会と市民から2単位以上

（２）専攻科目群から必修科目36単位を含み93単位以上
２　履修科目の登録は、年間48単位を上限とする。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 14週

１時限の授業時間 100分

学則変更の趣旨等（資料）－8



職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 0人 0人 2人 1人 3人 3人 2人 11人

修 士 0人 0人 0人 1人 2人 0人 0人 3人

学 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

短 期 大
学 士

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

そ の 他 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

博 士 0人 1人 2人 0人 0人 0人 0人 3人

修 士 0人 0人 1人 0人 0人 0人 0人 1人

学 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

短 期 大
学 士

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

そ の 他 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

博 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

修 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

学 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

短 期 大
学 士

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

そ の 他 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

博 士 0人 5人 2人 0人 0人 0人 0人 7人

修 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

学 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

短 期 大
学 士

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

そ の 他 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

博 士 0人 6人 6人 1人 3人 3人 2人 21人

修 士 0人 0人 1人 1人 2人 0人 0人 4人

学 士 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

短 期 大
学 士

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

そ の 他 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

３　この書類は，申請又は届出に係る学部等の開設後，当該学部等の修業年限に相当する期間が満了する年度（以下「完成年度」という。）における状況を記載すること。

４　専門職大学院の課程を修了した者に対し授与された学位については，「その他」の欄にその数を記載し，「備考」の欄に，具体的な学位名称を付記すること。

１　この書類は，申請又は届出に係る学部等ごとに作成すること。

２　この書類は，専任教員についてのみ，作成すること。

別記様式第３号（その３）

合 計

専任教員の年齢構成・学位保有状況

（建築学部建築学科）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

（注）

教 授

准 教 授

講 師

助 教

資料２
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学生の確保の見通し等を記載した書類 

１ 学生確保の見通し及び申請者としての取組状況 

（１）学生確保の見通し

① 定員充足の見込み（概要）

入学定員設定の考え方

令和４年４月より新たに設置する建築学部建築学科の入学定員設定の考え方

は、基礎となる既設の工学部建築学科の最近における志願状況や就職状況を踏

まえるとともに、神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県（以下、「１都３県」と

いう。）の高等学校、中学校等の在籍者数、高等学校等を卒業した者の大学進学

状況、競合が想定される大学の学部等の受験者動向、さらには、神奈川県をはじ

めとする周辺地域に所在する高等学校の在校生に対する進学需要調査の結果な

どを総合的に踏まえたうえで、入学定員を設定していることから、十分な学生

確保を見込むことができるものと考えている。 

具体的には、建築学部建築学科の入学定員を２００人とし、建築学部が設置さ

れた場合に学生募集の停止を予定している既設の工学部建築学科から入学定員

１４５人を移行するとともに、５５人の入学定員については、定員増を行うこと

とする。 

② 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要

ア 既設の工学部建築学科の最近５年間の入学志願状況等

建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の最近５年間の入学志願状況

等は、入学定員１４５人に対して、平均志願者数は１,５６２人、平均受験者

数は１,５２１人、平均合格者数は３６１人、平均入学者数は１４７人、平均

定員充足率は１.０１となっており、昨今の１８歳人口の減少期においても大

きな影響を受けることなく、安定的な入学志願状況等を維持していることか

ら、建築学部建築学科として設置することで、より一層の学生確保の見通し
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があるものと考えられる。 

（資料１）最近５年間の工学部建築学科の入学志願状況等 

イ １都３県の高等学校、中学校等の在籍者数

令和２年度の１都３県の学校基本調査によると、建築学部の開設初年度に

受験対象者となる１都３県の高等学校等に在籍している２年生の生徒数は２

７９,５９１人、建築学部の開設２年目に受験対象者となる１都３県の高等学

校等に在籍している１年生の生徒数は２８１,２８３人となっている。 

（資料２）神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の高等学校等の学年別生徒数 

また、建築学部の開設３年目に受験対象者となる１都３県の中学校等に在

籍している３年生の生徒数は２８９,１２２人、建築学部の開設４年目に受験

対象者となる１都３県の中学校等に在籍している２年生の生徒数は２９８,

２８９人となっている。 

（資料３）神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の中学校等の学年別生徒数 

なお、令和２年３月の１都３県の中学校等を卒業した者の高等学校等への

進学率の過去３年間の平均は９８．９％となっており、１都３県の中学校等を

卒業した者の高等学校等への進学率を見ても、今後、１都３県の大学受験対象

者が大きく減少することはなく、中長期的な学生確保の見通しがあるものと

考えられる。 

（資料４）神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の中学校等を卒業した者の高等学校
等への進学率（過去３年間） 

ウ １都３県の人口動向等（年齢別人口による中長期的な見通し）

全国的に１８歳人口の減少が予測されている中で、１都３県における学齢

人口の減少は比較的緩やかな傾向が示されており、１都３県が公表している

最新の年齢（５歳階級）別推計人口をみると、１０歳から１４歳までの人口は

１,５０３,３７２人、５歳から９歳までの人口は１,４８４,３５５人となっ

ており、今後の大学受験対象者となる５歳から１４歳までの年齢別人口は、微

増減を繰り返しながら穏やかに推移していくことから、中長期的にみても大
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学受験対象者が急激に減少することはないものと見込まれる。 

（資料５）神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の人口統計の抜粋 

エ １都３県の高等学校等を卒業した者の大学進学状況

令和２年度の１都３県の学校基本調査によると、１都３県の高等学校等を

卒業した者の過去３年間の大学等進学状況は、令和２年は卒業者２８６,３０

４人のうち大学等進学者は１６９,６４７人で大学等進学率は５９.３％、令

和元年は卒業者２９０,１１５人のうち大学等進学者は１６９,１５２人で大

学等進学率は５８.３％、平成３０年は卒業者２８９,６８３人のうち大学等

進学者は１６９,１２７人で大学等進学率は５８.４％となっている。 

また、１都３県の高等学校等を卒業した者の過去５年間の大学等進学率は、

平成２８年の５９.１％から毎年微増減を繰り返しながら令和２年は５９.

３％となっており、１８歳人口の減少期においても安定した大学等進学状況

で推移していることから、中長期的な確保の見通しがあるものと考えられる。 

  （資料６）神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の高等学校等の進路別卒業者の推移 

オ 建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の都道府県別入学者数の状況
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建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科における最近５年間の都道府

県別の入学者の状況をみると、神奈川県内の高等学校等を卒業した者は、入学

者総数７３７人の約５６.７％にあたる４１８人、東京都内の高等学校等を卒

業した者は、入学者総数７３７人の約１１.１％にあたる８２人となっている。 

また、埼玉県内の高等学校等を卒業した者は、入学者総数７３７人の約０.

１％にあたる７人、千葉県内の高等学校等を卒業した者は、入学者総数７３７

人の約０.１％にあたる９人となっており、建築学部の基礎となる既設の工学

部建築学科における１都３県の高等学校等を卒業した者の占める割合は、入

学者総数７３７人の約７０.０％にあたる５１６人と高いものとなっている。 

（資料７）神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の高等学校等から工学部建築学科へ
の入学者の状況 

このような建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の最近５年間にお



 
 

ける都道府県別の進学状況から、今後も１都３県の高等学校等を卒業した者

の入学者の傾向は続くものと見込まれ、先に記した１都３県の高等学校、中学

校等の在籍者数、高等学校等を卒業した者の大学進学状況等と併せてみても、

中長期的に安定した志願者と入学者の確保を見込むことができると考えられ

る。 

   カ 想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況 

     建築学部と同分野で類似の教育内容を有する１都３県の大学の学部・学科

で、かつ、競合が想定される大学の学部・学科は、令和２年４月現在、芝浦工

業大学建築学部建築学科（入学定員２４０人）、関東学院大学建築・環境学部

建築・環境学科（入学定員１３８人）、工学院大学建築学部建築学科（入学定

員１４５人）で、３大学が公表している入試方式の集計値による最近３年間

の平均の志願者状況をみると、募集人員１４７人に対して志願者数３,７３０

人、志願倍率２３.２４倍、定員充足率は１.０２となっており、安定的な入

学志願状況等を維持している。 

（資料８）類似する学部等の最近３年間の志願者状況等 

キ 専門の調査機関による進学意向調査結果 

建築学部の設置計画は、建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の最

近における志願状況や就職状況を踏まえるとともに、１都３県の高等学校、中

学校等の在籍者数、高等学校等を卒業した者の大学進学状況、競合が想定され

る大学の学部等の受験者動向などを踏まえたうえで計画していることから、

十分な学生確保が見込めるものと考えられるが、建築学部の設置計画を策定

するにあたり、学生確保の見通しを計量的な数値から確認することを目的と

して、神奈川県をはじめとする周辺地域に所在する高等学校の２年生に対す

る進学意向に関するアンケート調査を実施した。 

その結果、回答者数３,９３３人のうち、神奈川大学の建築学部建築学科の

「受験を希望する」と回答した者は２９９人で、さらに「入学を希望する」と
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回答した者は２２５人となっており、このような神奈川県をはじめとする周

辺地域に所在する一部の高等学校の２年生に限定した調査結果においても、

建築学部建築学科に対する高い進学意向が確認できたことから、学生確保に

おいては十分な見通しがあると考えられる。 

（資料１４－Ⅰ）神奈川大学建築学部（仮称）進学需要等に関するアンケート調査 
結果報告書  

③ 学生納付金の設定の考え方 

学生納付金については、大学及び学部運営に係る財務的な視点と学生納付金

の学生への還元など受益者に対する説明責任の観点を踏まえるとともに、競合

が想定される類似の学科を設置している私立大学の学生納付金の設定状況を勘

案したうえで、完成年度における教育研究経費比率や教育活動支出依存率を見

極めつつ、大学及び学部の運営上における人件費及び教育研究や管理運営に係

る経常経費等の財務予測による実質的な採算分岐点に基づく金額として設定と

している。 

（資料９）学科別学生納付金一覧 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

学生確保に向けた具体的な取組状況は、キャンパスガイドブック（大学案内）

及び各種パンフレット等の印刷物の配布をはじめ、ホームページや高校生向けの

ＳＮＳ等の電子媒体による情報の提供、新聞、雑誌、車内広告等の各種メディアを

活用したＰＲ活動を行うとともに、資料等を請求した者に対しては、ダイレクト

メールにより、時々に各種情報の提供を行うこととしている。 

また、高等学校訪問、オープンキャンパス、高等学校教員向け説明会及び保護者

向け説明会をはじめ各地域における進学相談会などの開催を通じて、学部・学科

の理念、養成する人材像、学位授与方針・教育課程編成の方針・入学者の受入方

針、さらには学生生活を通した活動や想定される進路など様々な教育情報につい

て、設置圏域を中心とする高校生や保護者に対して広く周知を図ることとしてい

る。 
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① 高等学校訪問 

高等学校訪問を中心とする個別募集活動に向けた募集戦略の強化を図ること

としており、具体的には、入試業務全般を所管し、学生募集に係る業務を担って

いる入試センターの職員が中心となって、神奈川県及び隣接県の高等学校を中

心とした重点募集対象地域の選定から最重点訪問校や重点訪問校のセグメント

に基づく高等学校訪問計画の策定、指定校制推薦入学試験制度の導入と推薦依

頼校の選定により、神奈川県及び隣接県内の高等学校からの確実な入学者の確

保を目指すこととする。 

高等学校訪問は、募集対象者が多数在籍している高等学校の教員に対して、

本学の様々な教育情報を直接的に周知することができるとともに、継続的な訪

問活動を行うことで、高等学校の教員との信頼関係を築くことができるもので

あり、高等学校の教員との信頼関係が構築できた場合には、高等学校内での生

徒に対する進学説明会の実施をはじめ、当該専門分野に進学を希望している生

徒の紹介などの効果が期待される。 

（資料１０）令和３年度接触型広報の実施について 

② オープンキャンパス 

本学への入学を希望・検討している高校生やその保護者を対象として、模擬

授業をはじめとする各種体験プログラムや学内施設を積極的に公開し、本学へ

の関心を深めてもらうため、オープンキャンパスの実施を予定している。学部

長就任予定者による講演、在学生や教職員による施設見学会、授業担当予定教

員による模擬授業、大学で学べる学問内容、取得可能資格、入学者選抜制度、大

学生活についての個別相談や質問を受け付けるなど、受験生や保護者との対面

による丁寧な説明を行うことにより、本学への関心を深めてもらうとともに、

入学後のミスマッチがおきにくい学生を入学させることの効果が期待される。 

なお、現下のコロナ禍の状況において、多くの受験生や保護者を本学のキャ

ンパスに集め、従来通りの規模で対面によるオープンキャンパスを実施するこ
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とは困難であると考えており、令和３年度については、オンラインを活用し、ハ

イブリッド型のオープンキャンパスの実施を計画しているところである。

（資料１０）令和３年度接触型広報の実施について

③ 高等学校教員向け説明会

１都３県に所在している高等学校の教員を対象とする説明会の開催を予定し

（資料１０）令和３年度接触型広報の実施について 

④ 進学相談会

全国の主要な都市で開催される民間業者が主催する進学相談会への参加を予

学生確保（本文）－8

ており、学長による大学紹介、学部・学科別の個別説明、開設初年度の入試概要、

奨学金制度の説明及び大学施設の見学など、高等学校の教員と本学の教職員と

の対面による丁寧な説明を行うこととしている。本学の教育・研究活動等に関

する理解を深めてもらうための情報提供の機会を設けることにより、高等学校

の教員が本学への進学を希望する生徒に対する進路指導の際に役立ててもらう

ことの効果が期待される。 

なお、オープンキャンパスと同様に、令和３年度については、オンラインを活

用した高等学校教員向け説明会の開催を検討しているところである。 

定しており、大学・学部資料の配付や学部紹介ＤＶＤの放映から、学位授与・教

育課程編成・入学者受入の方針、入学者選抜方法の種類や試験科目、書類審査、

学力試験、面接試験、小論文試験などの実施方法、授業科目や講義等の内容、取

得可能な資格、想定される卒業後の進路、大学周辺の施設や環境、学生寮やアパ

ート物件などに関する情報を広く提供することにより、１都３県以外の高等学

校から学生を確保することの効果が期待される。 

なお、現下のコロナ禍の状況において、感染防止に留意したうえで、各地で開

催される相談会に参加することを前提としつつ、状況に応じオンラインによる

参加も検討することとしている。 

（資料１０）令和３年度接触型広報の実施について 
（資料１１）主要都市での進学懇談会の具体的計画/実施時期・開催予定エリア 



２ 人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

既設の工学部建築学科の昭和４０年４月の設置以来、長年にわたり、「建築の目

的」を 「さまざまな機能、技術、そして美を調整し、それらの統合化を図ることに

よって、人間の多様な営みにとって、機能的であり、安全でかつ感動を呼ぶ空間や

形態、環境を創造すること」と掲げ、総合的協働作業という実社会での活動の中

で、自らの高い能力や資質を十分発揮するために、豊かな自己形成及び社会の実

現に向けて努力のできる人材や、建築技術者としての倫理観を備えた世界に通用

する人材の養成を教育目標とし、高等教育機関としての使命を果たすべく、常に

教育課程の改編や教育内容の充実など教育研究の整備と充実に努めてきた。 

しかしながら、現在、我が国は、度重なる災害、少子高齢化、環境問題、資源問

題、エネルギー問題等の様々な困難に直面している。豊かで持続可能な社会の構

築のためには、幅広い教養と確かな建築学の基礎的知識、新しい時代に必要とさ

れるこれまでの建築学にはなかった体系的な知識を、論理的な思考で自在に活用

する能力が必要とされる。 

このことから、建築学部では、真の実学を目指す伝統を踏まえ、既設の工学部建

築学科での学部教育の実績をもとに、今後のさらなる充実を目指し、建築学を構

成する幅広い学問領域を網羅する教育体系の構築によって、工学の枠を超えた柔

軟で幅広い観点から解決策を提案でき、国際化にも対応できる素養を備えた「建

築の多様な分野に係る専門家 （建築の専門家）」の養成を通じて、現代社会の問題

の克服や豊かで持続可能な社会の実現に寄与するなど、地域社会及び世界に開か

れた大学として自立した良識ある市民としての判断力と実践的能力、国際的感性

とコミュニケーション能力を有し、専門的知識と技能を身につけた、自ら成長す

ることのできる人材を養成する。 

（２）上記（１）が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの

客観的な根拠

建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の最近５年間の求人件数や就職

希望者数に対する就職者数の実績は、以下に示す通り、昨今の就職難の状況下に

おいても大きな影響を受けることなく、高い数値で推移しており、このことは、
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既設の工学部建築学科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の

目的が、人材需要の動向等社会の要請を踏まえたものであることの裏付けとな

るものである。 

今般の建築学部の設置計画は、社会環境の変化や地域社会の要請を踏まえる

とともに、建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科における卒業生の進路

や卒業生を受け入れる側の需要を十分に勘案したうえで、より充実した教育組

織による教育内容として設置することから、これまで以上の求人件数を見込む

ことができるとともに、卒業後の進路については十分に見込めるものと考えら

れる。 

① 最近５年間の求人件数の状況

建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の最近５年間の求人件数の実績

は、平成２８年度は就職希望者１０４人に対して求人件数１６,６６８件で求人

倍率は１６０.３倍、平成２９年度は就職希望者１２０人に対して求人件数１６

,７０２件で求人倍率は１３９.２倍、平成３０年度は就職希望者９８人に対し

て求人件数１８,４２０件で求人倍率は１８８.０倍、令和元年度は就職希望者

１０７人に対して求人件数１８,２０７件で求人倍率は１７０.２倍、令和２年

度（令和３年３月２４日現在）は就職希望者８９人に対して求人件数１６,８８

４件で求人倍率は１８９.７倍と高い求人倍率となっている。 

※令和２年度の求人倍率は、令和３年５月確定予定。

（資料１２）最近５年間の工学部建築学科の求人状況等 

② 最近５年間の就職者数の状況

建築学部の基礎となる既設の工学部建築学科の最近５年間の就職率は、平成

２８年度は９８.１％（就職者数１０２人／就職希望者１０４人）、平成２９年

度は９９.２％（就職者数１１９人／就職希望者１２０人）、平成３０年度は１

００.０％（就職者数９８人／就職希望者９８人）、令和元年度は１００.０％（就

職者数１０７人／就職希望者１０７人）、令和２年度（令和３年３月２４日現在）
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は９５.５％（就職者数８５人／就職希望者８９人）と高い就職率を示している。 

※令和２年度の就職率は、令和３年５月確定予定。

（資料１３）最近５年間の工学部建築学科の就職実績

③ 専門の調査機関による採用意向調査結果

ア 建築学部における社会的な必要性や養成する人材の必要性

建築学部の設置計画を策定するうえで、建築学部の人材の養成に関する目

的その他の教育研究上の目的が、人材需要の動向等社会の要請を踏まえたも

のであることを客観的根拠となるデータから検証することを目的として、全

国の本学への求人実績のある企業・団体などを対象として建築学部における

社会的な必要性や養成する人材と卒業生の採用に関するアンケート調査を実

施した。 

その結果、建築学部建築学科の社会的な必要性については、回答件数１９５

件の９８.９７％にあたる１９３件が「必要性を感じる」と回答しており、建

築学部建築学科で養成する人材については、回答件数１９５件の９８.４６％

にあたる１９２件が「必要性を感じる」と回答しており、このことは、建築学

部建築学科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的が、

人材需要の動向等、社会の要請を踏まえたものであることを示しているもの

であると考えられる。 

（資料１４－Ⅱ）神奈川大学建築学部（仮称）進学需要等に関するアンケート調査 
  結果報告書 

イ 建築学部で学んだ卒業生の採用

建築学部建築学科で学んだ卒業生の採用については、回答件数１９５件の

９６.９２％にあたる１８９件が「採用したいと思う」と回答しており、建築

学部建築学科で学んだ卒業生への採用に対する積極的な意向がうかがえると

ともに、建築学部建築学科で学んだ卒業生の採用人数については、「採用人数

１人」と回答したのが２７件、「採用人数２人」と回答したのが２６件、「採用

人数３人以上」と回答したのが２８件、「採用人数は未定」と回答したのが１

学生確保（本文）－11



０７件となっている。 

なお、「採用人数３人以上」と回答した採用人数を３人、「採用人数は未定」

と回答した採用人数を１人としてこれらの採用人数を合計すると２７０人と

なり、この採用人数からも建築学部建築学科で学んだ卒業生に対する採用意

向の高さをうかがうことができる。 

（資料１４－Ⅱ）神奈川大学建築学部（仮称）進学需要等に関するアンケート調査 
  結果報告書 
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  神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の中学校等を卒業した者の

  高等学校等への進学率（過去３年間）

令和２年 卒業者数 高等学校等進学者数 進学率

神奈川 76,037人 75,289人 99.0%

東京 101,937人 100,684人 98.8%

埼玉 63,078人 62,491人 99.1%

千葉 53,857人 53,243人 98.9%

合 計 294,909人 291,707人 98.9%

令和元年 卒業者数 高等学校等進学者数 進学率

神奈川 77,732人 77,005人 99.1%

東京 103,601人 102,247人 98.7%

埼玉 64,035人 63,460人 99.1%

千葉 54,317人 53,683人 98.8%

合 計 299,685人 296,395人 98.9%

平成30年 卒業者数 高等学校等進学者数 進学率

神奈川 78,281人 77,573人 99.1%

東京 103,817人 102,511人 98.7%

埼玉 65,009人 64,346人 99.0%

千葉 55,359人 54,726人 98.9%

合 計 302,466人 299,156人 98.9%

卒業者数（人） 高等学校等進学者数 進学率

897,060人 887,258人 98.9%

過去３年間
の合計

参考：学校基本調査（令和２年～平成３０年）
中学校・義務教育校・特別支援学校　卒業後の状況調査

４
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 神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の人口統計の抜粋(令和２年度）

自治体 年齢 人口 自治体 年齢 人口

神奈川 10～14歳 381,592人 神奈川 5～9歳 365,929人

東京 10～14歳 517,833人 東京 5～9歳 540,335人

埼玉 10～14歳 318,601人 埼玉 5～9歳 305,149人

千葉 10～14歳 285,346人 千葉 5～9歳 272,942人

1,503,372人 1,484,355人

参考：各都県が公表している最新の年齢（５歳階級）別推計人口より

合計 合計

５
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令和２年 卒業者数 大学等進学者数 進学率

神奈川 68,935人 40,624人 58.9%

東京 106,288人 68,324人 64.3%

埼玉 59,000人 33,284人 56.4%

千葉 52,081人 27,415人 52.6%

合 計 286,304人 169,647人 59.3%

令和元年 卒業者数 大学等進学者数 進学率

神奈川 69,806人 41,027人 58.8%

東京 108,465人 67,749人 62.5%

埼玉 59,193人 32,876人 55.5%

千葉 52,651人 27,500人 52.2%

合 計 290,115人 169,152人 58.3%

平成30年 卒業者数 大学等進学者数 進学率

神奈川 69,351人 41,019人 59.1%

東京 108,601人 67,520人 62.2%

埼玉 59,052人 32,732人 55.4%

千葉 52,679人 27,856人 52.9%

合 計 289,683人 169,127人 58.4%

平成29年 卒業者数 大学等進学者数 進学率

神奈川 69,784人 41,357人 59.3%

東京 109,272人 69,140人 63.3%

埼玉 59,341人 33,122人 55.8%

千葉 52,079人 27,744人 53.3%

合 計 290,476人 171,363人 59.0%

平成28年 卒業者数 大学等進学者数 進学率

神奈川 68,566人 40,858人 59.6%

東京 107,872人 68,571人 63.6%

埼玉 59,302人 32,655人 55.1%

千葉 51,587人 27,726人 53.7%

合 計 287,327人 169,810人 59.1%

神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の高等学校等の進路別卒業者の推移

参考：学校基本調査（令和２年～平成２８年）卒業後の状況調査
高等学校・中等教育学校・特別支援学校

６
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神奈川県、東京都、埼玉県及び千葉県の高等学校等から工学部建築学科への
入学者の状況

入学年度 入学者総数 神奈川 東京都 埼玉 千葉 1都3県計 占有率

令和２年度 146人 86人 22人 1人 0人 109人 74.7%

令和元年度 132人 78人 17人 1人 0人 96人 72.7%

平成30年度 146人 79人 11人 2人 5人 97人 66.4%

平成29年度 154人 88人 19人 2人 2人 111人 72.1%

平成28年度 159人 87人 13人 1人 2人 103人 64.8%

 ５年間の合計 737人 418人 82人 7人 9人 516人 70.0%

７
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建築学部建築学科と同分野

令和２年度 令和元年度 平成30年度 計 平均

入学定員 入学定員 入学定員 入学定員 入学定員

芝浦工業大学建築学部建築学科 240人 240人 240人 720人 240人

関東学院大学建築・環境学部建築・環境学科 138人 138人 138人 414人 138人

工学院大学建築学部建築学科 145人 145人 145人 435人 145人

平均 174人 174人 174人 523人 174人

令和２年度 令和元年度 平成30年度 計 平均

募集人員 募集人員 募集人員 募集人員 募集人員

芝浦工業大学建築学部建築学科 184人 182人 182人 548人 183人

関東学院大学建築・環境学部建築・環境学科 128人 128人 117人 373人 124人

工学院大学建築学部建築学科 141人 140人 125人 406人 135人

平均 151人 150人 141人 442人 147人

令和２年度 令和元年度 平成30年度 計 平均

志願者数 志願者数 志願者数 志願者数計 志願者数計

芝浦工業大学建築学部建築学科 6,476人 7,697人 7,407人 21,580人 7,193人

関東学院大学建築・環境学部建築・環境学科 1,361人 1,128人 1,072人 3,561人 1,187人

工学院大学建築学部建築学科 2,773人 2,989人 2,666人 8,428人 2,809人

平均 3,537人 3,938人 3,715人 11,190人 3,730人

令和２年度 令和元年度 平成30年度 平均

志願倍率 志願倍率 志願倍率 志願倍率

芝浦工業大学建築学部建築学科 35.20 42.29 40.70 39.39

関東学院大学建築・環境学部建築・環境学科 10.63 8.81 9.16 9.54

工学院大学建築学部建築学科 19.67 21.35 21.33 20.78

平均 21.83 24.15 23.73 23.24

在籍者数 定員充足率

芝浦工業大学建築学部建築学科 997 1.04

関東学院大学建築・環境学部建築・環境学科 555 1.01

工学院大学建築学部 1,397 1.01

平均 983 1.02

参考：各大学ホームページ、設置計画履行状況報告書等

類似する学部等の最近３年間の志願者状況等

令和２年度
大学、学部、学科等

大学、学部、学科等

大学、学部、学科等

大学、学部、学科等

大学、学部、学科等

８
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令和３年度接触型広報の実施について

年間スケジュールと各項目の目的

４月、５月、６月 

◆進学相談会参加

首都圏、地方とも実施し、広く本学を周知することを目的とする。開催場所や規模によっては 

オンライン参加も活用する。

神奈川県・東京都等の重点地域（北関東３県や新潟県・長野県・静岡県等）については、原則

対面で参加とし、その他の地域について参加する場合は、オンラインでの参加も含め検討する。

また、大規模相談会については、対面で参加することとする。 

◆進学懇談会

実施方法については、従来通り学内での対面実施と併せて LIVE・オンデマンドなどの WEB

配信を併せて検討している。

実施内容については、高大連携校へのアンケート実施等を行い内容の見直しを行う。

また、必要に応じて、10 月～11 月の間に再度高校教員向けの説明会（主に学力系試験の周知

等を目的とする）も検討し、併せて業者主催の高校教員向けイベントの参加も積極的に参加す

る。※新型コロナウイルス感染拡大の状況に鑑み必要に応じてオンラインでの説明も取り入れ

る。  

５月～９月 他 

◆オープンキャンパス

受験生（高校３年生）だけでなく１・２年生や保護者すべてを対象とし、「対面型オープンキャン

パス」とオンラインでの「サイバーオープンキャンパス」を併用する『ハイブリッド形式』で実施。 

令和３年度については、ある程度の年間スケジュールを決め、SNS 等を活用し積極的な広報を行う。 

具体的なイベントは主に以下３つ。 

① サイバーオープンキャンパス ※通年で実施する

いつでも・どこでも情報をキャッチできるよう「大学紹介」や「学部・学科ガイダンス」、「体験

授業」、「入試ガイダンス」等の基本的なコンテンツを配信。 

「学費・奨学金」や「就職情報」等受験生だけでなく保護者や高校教員が気になるコンテンツも 

充実させる。 

② オープンキャンパス（対面型）※５月～９月に定期的に実施する。

①のサイバーオープンキャンパスでの内容を前提とし、キャンパスでなければ体験できないコン

テンツを準備し、本学の特徴や教育内容、キャンパスおよび教職員の雰囲気をより一層認知しても

らう機会とする。 

実施場所としては、３キャンパス（横浜・湘南ひらつか・みなとみらい）で実施予定。高校の夏

季休暇以外の時期には、キャンパス見学や個別相談等に特化するなどし、短時間で参加できるイベ

ントとしても実施する。

10
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③ 神奈川大学フェア ※９月実施 名称再検討予定

“全国型大学”を目指す本学としては、各地域に赴き「出張型オープンキャンパス」を実施する。

実施都市は、これまでの志願者・合格者状況や入学者の高校ランク等総合的に勘案し決定する。 

本イベントは、従来、AO・公募制推薦入試での志願者が主な対象者であったが、今後、キャンパ 

ス内でのオープンキャンパスが従来のものから、オンライン併用型へと移行し、またコロナ感染の

影響で参加者も制限が予想されることから、本イベントをより規模、内容とも充実させ、学力型入 

試も含めた地方在住の受験生の獲得につなげていくこととする。 

※なお、上記のイベントは全て次年度開催が予定されている「東京オリンピック・パラリンピック」 

の実施日程を除いて設定する方向で検討する。

９月、１０月、１１月 

◆予備校ガイダンス＋高校訪問（10 月上旬から 11 月上旬）

給費生試験等に志願予定の受験生への試験対策、最終案内の場とする。オープンキャンパスの

参加状況等を検証し、実施回数、規模、場所を決定する。必要に応じガイダンスに前後して高校

訪問を行う。

地域を絞って地場の予備校を訪問し、入試制度や各種イベントの周知を行うことも検討する。 

◆進学相談会参加

予備校ガイダンスでカバーしきれない地域を中心に参加する。ただし、志願者の多い地域につ

いては、予備校ガイダンスを実施する場合であっても、相談会に参加しガイダンスの告知も含め

て PR を行う。 

◆入試相談会 in 大学祭（10 月下旬、11 月上旬）

横浜キャンパスで１回、湘南ひらつかキャンパスで１回実施する。

その他年間を通じての広報

◆大学見学会の受け入れ

本学の行事、イベントと重ならない限り、原則として受け入れを行う。

※別途、受け入れ可能日や１日の受入数等を定める。

◆高校内ガイダンス

神奈川県や東京都、またそれ以外の県で本学志願者が一定数いる高等学校については、積極的

に参加する。

◆入試ゼネラルアドバイザーによる高校訪問、ガイダンスの参加

北海道、九州地区のゼネラルアドバイザーの他に新潟県・福島県一部および長野県・北関東３

県についても業者委託し高校訪問を実施。訪問先では大学の宣伝ではなく、高校の要望、状況を

聞き取ることを目的とする。関東甲信越地域については、委託業者の導入を検討する。

以 上
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最近５年間の工学部建築学科の求人状況等

求人社数／就職希望
者数

89人 16,884社 189.7

107人 18,207社 170.2

98人 18,420社 188.0

120人 16,702社 139.2

104人 16,668社 160.3

※令和２年度の値は、現在集計・調査中（令和３年５月確定予定）。

求人社数

求人倍率

工学部建築学科
就職希望者数

（自営業含まない）

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

2
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最近５年間のの工学部建築学科の就職実績

就職者数／就
職希望者数

129人 89人 85人 95.5%

137人 107人 107人 100.0%

120人 98人 98人 100.0%

142人 120人 119人 99.2%

131人 104人 102人 98.1%

※令和２年度の値は、現在集計・調査中（令和３年５月確定予定）。

就職率
（自営業含ま

ない）

令和２年度

令和元年度

平成30年度

平成29年度

就職者数
（自営業含ま

ない）

平成28年度

工学部建築学科 卒業生数
就職希望者数
（自営業含ま

ない）

3
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

― 学長
ｶﾈｺ　ﾖｼｵ

兼子　良夫
<平成28年4月>

博士
（経済学）

神奈川大学　学長
（平成28.4～令和4.3）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
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